
職員の福祉、利益の保護状況

　互助会の設置、共済制度、公務災害補償など職員の福利厚生事業、
勤務に条件に関する措置要求などの職員の利益の保護について、地
方公務員法に基づき適正かつ公正に実施しています。

互助会の状況（平成16年度）
平成16年度主事業
共済給付事業

全体事業

クラブ補助事業

支部事業

職場親睦事業助成

結婚祝金、長期勤続祝金、入学祝金、弔慰金、退会一時金　ほか

バス旅行、野球観戦、テーマパーク入場料補助

野球部を始めとする21クラブに対する活動費の助成

本庁支部を始めとする7支部事業に対する事業費助成

職場親睦事業に対する助成

普通　125/100 深夜　150/100 普通　135/100 普通　135/100深夜　160/100

時間外・休日勤務の状況（平成16年度）
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区分

勤務が割り振られた日における勤務

時　間　外　勤　務 休日勤務
週休日または休日・代休日の正規の

勤務時間外における勤務
休日・代休日の正規の
勤務時間外における勤務

市 長 部 局
議会事務局
消 防 本 部
教育委員会
監査事務局

新規 前年度からの継続 前年度からの継続新規

職務専念義務免除者（平成16年度）

4
5
17
0

人 7
7
18
0

人 2
0
1
0

人 3
0
0
0

人

育児休業取得者 部分休業取得者

一般事務職
保 育 職
医 療 職
男性職員

女性
職員

事業内容

22,389
3,094
1,299
3,925
9,289

千円

共済制度の状況（平成16年度）

地方公務員共済組合事業

短期給付事業（健康保険）
長期給付事業（共済年金）
福祉事業（保健事業）、介護納付金

組合員の掛金 50％
市の負担金 50％

費用分担

平成16年度事業費

育児休業とは、職員が3歳に満たない子を養育するために休業することができる制度。
部分休業とは、職員が3歳に満たない子を養育しつつ勤務する場合に1日の勤務時間のう
ち2時間を限度として勤務しないことができる制度。

注）
注）

利益の保護の状況（平成16年度）
勤務条件に関する措置の要求件数

不利益処分に関する不服申立て件数
なし
なし

公平委員会報告事項によるものです。注）

職員の服務の状況

市長部局
議会事務局
消防本部
教育委員会
監査事務局
　　計

区分 地区役員等 農業・不動産収入 計

営利企業などへの従事許可状況（平成16年度）

人 人 人10
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区分

公務災害の発生状況（平成16年度）

市長部局
消防本部

公務災害 通勤災害

2 件 1 件
14 件 4 件（　　　　）内死亡事故

1件

平成18年4月採用予定の蒲郡市非常勤職員を募集します
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一般事務嘱託員 10人程度 保健医療センター勤務の
歯科衛生士 1人

小中学校勤務の校務員 2人 市民病院勤務の
物品整理嘱託員 1人

司書 1人
身体障害者を対象とした一般事務
嘱託員 1人
・ 身体障害者手帳を受け、その障
害の程度が1級または2級の方
・ 自力により通勤ができ、かつ、
介護者なしに職務可能な方

保健師 1人

介護支援専門員
（ケアマネジャー） 1人

看護師（介護認定業務） 2人
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人事行政の運営


